
第 7 号 議 案

平成29年度（2017年度）町田市一般会計予算

　平成29年度（2017年度）町田市一般会計の予算は、次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条　歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ１４６,１５７,０２１千円と定める。

　る。

（債務負担行為）

　ることができる事項、期間及び限度額は、「第２表　債務負担行為」による。

（地方債）

　度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第３表　地方債」による。

（一時借入金）

第４条　地方自治法第235条の3第2項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、

　３,０００,０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

　することができる場合は、次のとおりと定める。

    に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用。

平成29年（2017年）2月24日提出

東 京 都 町 田 市 長　　　石　阪　丈　一

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」によ

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をす

第３条 地方自治法第230条第1項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的、限

第５条 地方自治法第220条第2項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用

(1) 各項に計上した給料、職員手当及び共済費（賃金に係る共済費を除く）に係る予算額
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歳  入

千円

1. 市 税 ６８，３２７，８７６

1. 市 民 税 ３４，１４９，５６２

2. 固 定 資 産 税 ２５，８６０，７７２

3. 軽 自 動 車 税 ４１９，７２２

4. 市 た ば こ 税 ２，２４８，４２４

5. 特 別 土 地 保 有 税 ２

6. 入 湯 税 ６，３０１

7. 事 業 所 税 ８２６，６１７

8. 都 市 計 画 税 ４，８１６，４７６

2. 地 方 譲 与 税 ６７８，２０１

1. 地 方 揮 発 油 譲 与 税 ２２２，６００

2. 自 動 車 重 量 譲 与 税 ４５５，６００

3. 地 方 道 路 譲 与 税 １

3. 利 子 割 交 付 金 １１５，０００

1. 利 子 割 交 付 金 １１５，０００

4. 配 当 割 交 付 金 ４７５，５００

1. 配 当 割 交 付 金 ４７５，５００

5. 株式等譲渡所得割交付金 ４８８，９００

1. 株式等譲渡所得割交付金 ４８８，９００

6. 地 方 消 費 税 交 付 金 ８，４３６，０００

1. 地 方 消 費 税 交 付 金 ８，４３６，０００

7. ゴルフ場利用税交付金 ４０，０００

1. ゴルフ場利用税交付金 ４０，０００

8. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ３０２，００１

1. 自 動 車 取 得 税 交 付 金 ３０２，００１

9. 地 方 特 例 交 付 金 ３０８，０００

1. 地 方 特 例 交 付 金 ３０８，０００

10. 地 方 交 付 税 ３４０，０００

1. 地 方 交 付 税 ３４０，０００

11. 交通安全対策特別交付金 ５３，０００

1. 交通安全対策特別交付金 ５３，０００

12. 分 担 金 及 び 負 担 金 １，５１８，３７４

1. 負 担 金 １，５１８，３７４

第  １  表     歳  入  歳  出  予  算

款 項 金 額
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千円

13. 使 用 料 及 び 手 数 料 ３，４６３，１２９

1. 使 用 料 １，５２５，３９９

2. 手 数 料 １，９３７，７３０

14. 国 庫 支 出 金 ２６，４４９，５７６

1. 国 庫 負 担 金 ２３，５４７，２８４

2. 国 庫 補 助 金 ２，７８７，０８３

3. 委 託 金 １１５，２０９

15. 都 支 出 金 １９，１１３，０７９

1. 都 負 担 金 ８，５２１，７６１

2. 都 補 助 金 ９，５８６，３９３

3. 委 託 金 １，００４，９２５

16. 財 産 収 入 ５９９，０４５

1. 財 産 運 用 収 入 ２１３，８２０

2. 財 産 売 払 収 入 ３８５，２２５

17. 寄 附 金 ４１，０４７

1. 寄 附 金 ４１，０４７

18. 繰 入 金 ６，５６３，７４１

1. 特 別 会 計 繰 入 金 ２

2. 基 金 繰 入 金 ６，５６３，７３９

19. 繰 越 金 １，０００，０００

1. 繰 越 金 １，０００，０００

20. 諸 収 入 １，４２３，５５２

1. 延滞金加算金及び過料 １９１，４１３

2. 市 預 金 利 子 ８１２

3. 貸 付 金 元 利 収 入 １３，２３６

4. 受 託 事 業 収 入 １５０，５１２

5. 収 益 事 業 収 入 ２０，０００

6. 雑 入 １，０４７，５７９

21. 市 債 ６，４２１，０００

1. 市 債 ６，４２１，０００

１４６，１５７，０２１

款 項 金 額

歳 入 合 計
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歳  出

千円

1. 議 会 費 ６７３，９３６

1. 議 会 費 ６７３，９３６

2. 総 務 費 １７，３７７，５８４

1. 総 務 管 理 費 １４，８８４，８８１

2. 徴 税 費 １，５１６，８２５

3. 戸 籍 住 民 基 本 台 帳 費 ４２３，９９５

4. 選 挙 費 ４０９，０５３

5. 統 計 調 査 費 ４４，２９２

6. 監 査 委 員 費 ９８，５３８

3. 民 生 費 ７６，４０３，１１９

1. 社 会 福 祉 費 ３１，４５４，４４８

2. 児 童 福 祉 費 ３０，７９１，７２６

3. 生 活 保 護 費 １４，１２１，６８７

4. 国 民 年 金 費 ３５，０７５

5. 災 害 救 助 費 １８３

4. 衛 生 費 １４，１７１，８０８

1. 保 健 衛 生 費 ３，７３０，９９１

2. 病 院 費 １，１００，０００

3. 清 掃 費 ９，３４０，８１７

5. 労 働 費 ３５，４２２

1. 労 働 諸 費 ３５，４２２

6. 農 林 費 ３５８，９３８

1. 農 業 費 ３５８，９３８

7. 商 工 費 ９４５，５３１

1. 商 工 費 ９４５，５３１

8. 土 木 費 １２，７７９，４１１

1. 土 木 管 理 費 ７８，６２６

2. 道 路 橋 梁 費 ３，５５４，２９４

3. 都 市 計 画 費 ８，５１５，８４７

4. 住 宅 費 ６３０，６４４

9. 消 防 費 ５，３１７，４２３

1. 消 防 費 ５，３１７，４２３

款 項 金 額
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千円

10. 教 育 費 １１，４５９，００９

1. 小 中 学 校 費 ７，４７２，５０１

2. 社 会 教 育 費 ３，０３８，７２０

3. 保 健 体 育 費 ９４７，７８８

11. 災 害 復 旧 費 ６

1. 公共土木施設災害復旧費 ２

2. 厚生労働施設災害復旧費 ２

3. 文 教 施 設 災 害 復 旧 費 ２

○ 農 林 施 設 災 害 復 旧 費 ０

12. 公 債 費 ６，５３４，８３４

1. 公 債 費 ６，５３４，８３４

13. 予 備 費 １００，０００

1. 予 備 費 １００，０００

１４６，１５７，０２１歳 出 合 計

款 項 金 額
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清 掃 工 場 ２ 号 蒸 気 タ ー ビ ン 改 修 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

42,328

第  ２  表     債  務  負  担  行  為

千円

限　　度　　額期　　　間事　　　　　　　項

平成29年度から
平成31年度まで

軽 自 動 車 税 納 税 通 知 書 等
作 成 委 託 事 業

平成29年度から
平成30年度まで

11,357

1,522

平成29年度から
平成49年度まで

平成29年度から
平成30年度まで

14,224
市 ･ 都 民 税 普 通 徴 収 納 税 通 知 書 等
作 成 委 託 事 業

平成29年度から
平成50年度まで

164,000

市 ･ 都 民 税 課 税 資 料
ス キ ャ ニ ン グ 委 託 事 業

玉 川 学 園 駅 前 連 絡 所 ピ ア ノ 修 繕 事 業
平成29年度から
平成31年度まで

2,066

平成29年度から
平成30年度まで

2,101

平成29年度から
平成31年度まで

799,427

認 可 保 育 所 賃 借 料 補 助 事 業 そ の ５

固 定 資 産 税 ・ 都 市 計 画 税
納 税 通 知 書 等 作 成 委 託 事 業

平成29年度から
平成30年度まで

12,960

240,000

市 ・ 都 民 税 課 税 資 料 電 子 デ ー タ
作 成 委 託 事 業

平成29年度から
平成30年度まで

3,710

玉川学園コミュニティセンター建替事業

市 ･ 都 民 税 特 別 徴 収 税 額 通 知 書 等
作 成 委 託 事 業 そ の ２

熱 回 収 施 設 等 特 別 高 圧 受 電 線 引 込 事 業
平成29年度から
平成33年度まで

842,000

認 可 保 育 所 増 改 築 整 備 費 補 助 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

254,286

認 可 保 育 所 整 備 費 補 助 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

20,000

認 可 保 育 所 賃 借 料 補 助 事 業 そ の ６
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平成29年度から
平成30年度まで

学 校 用 務 委 託 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

170,043

平成29年度から
平成30年度まで

（ 仮 称 ） 新 図 師 川 島 橋 整 備 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

58,000

中 学 校 生 徒 健 康 診 断 委 託 事 業

期　　　間

平成29年度から
平成30年度まで

平成29年度から
平成30年度まで

事　　　　　　　項

18,092

636,766

小 学 校 児 童 健 康 診 断 委 託 事 業

千円

指 定 収 集 袋 作 製 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

6,431国 際 版 画 美 術 館 展 示 事 業

平成29年度から
平成33年度まで

800,000

限　　度　　額

（ 仮 称 ） 緑 ヶ 丘 グ ラ ウ ン ド 整 備 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

120,104

25,516

町 田 第 一 中 学 校 仮 設 校 舎 借 上 事 業

博 物 館 展 示 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

2,512

中小企業融資事業資金貸付に係る利子補給
平成29年度から
平成36年度まで

貸 付 残 高 の 年 利 2.2% 以 内

小 規 模 事 業 者 経 営 改 善 資 金
融 資 に 係 る 利 子 助 成 そ の ２

平成29年度から
平成31年度まで

利 子 助 成 交 付 決 定 に
基 づ き 交 付 す る 額

267,408

可 燃 物 収 集 運 搬 委 託 事 業 そ の ２
平成29年度から
平成31年度まで

277,801

小 学 校 給 食 調 理 委 託 事 業
平成29年度から
平成30年度まで

274,350

鶴 川 第 一 小 学 校 体 育 館 棟 改 築 事 業
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町 田 市 土 地 開 発 公 社 が 融 資 を 受 け た
公 共 用 地 等 取 得 資 金 に 係 る 債 務 保 証

平成29年度以降
元利償還期間の
満 了 ま で

町田市土地開 発公 社が 融資
を 受 け た 公 共 用 地 等 取 得
資 金 に 係 る 元 利 償 還 金

平成29年度以降
買収するまで

町 田 市 土 地 開 発 公 社 が 先 行 取 得 し た
公 共 用 地 等 の 買 収

町田市土地開発公社が取得した
公共用地等の買収に要する額

事　　　　　　　項 期　　　間 限　　度　　額

千円
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5.0％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借入れる
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し 後 の 利 率 ）

借入れの時から据置
を含み 25年以内に
償還する。ただし、
財政その他の都合
により据置期間と
いえども繰上償還
をなし、又は償還
年限を短縮し、も
しくは低利債に借換
することができる。

限 度 額

35,000

70,800

第  ３  表     地 方 債

起 債 の 目 的

公立保育園改修事業

千円

遺 族 等 援 護 施 設
整 備 事 業

31,300

学 童 保 育 ク ラ ブ
整 備 事 業

18,100

償 還 の 方 法利    率

27,000

起債の方法

子どもクラブ整備事業

7,100

民設高齢者福祉施設
整 備 事 業

106,000

道 路 整 備 事 業 477,800

公設高齢者福祉施設
整 備 事 業

58,300
証書借入又
は証券発行

477,600

98,500

9,700

障 が い 者 福 祉 施 設
整 備 事 業

6,400

健康福祉施設整備事業

地域センター整備事業 571,600

市民フォーラム共有床
購 入 事 業

555,000

水素エネルギー供給
環 境 整 備 事 業

資源化施設整備事業

民間保育所整備事業

境川クリーンセンター
改 修 事 業

廃棄物収集車購入事業 8,700

子 ど も セ ン タ ー
整 備 事 業

6,600
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路 線 バ ス 利 用 環 境
整 備 事 業

33,700

起 債 の 目 的 利    率

地域コミュニティバス
導 入 整 備 事 業

627,900
南 町 田 駅 周 辺
地 区 拠 点 整 備 事 業

千円

15,700

限 度 額

都市計画道路整備事業 210,000

教育センター駐車場
整 備 事 業

30,000

償 還 の 方 法起債の方法

851,400都市計画公園整備事業

生涯学習施設整備事業 45,200

国 際 版 画 美 術 館
改 修 事 業

4,000

文化財施設改修事業 30,200

5.0％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借入れる
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し 後 の 利 率 ）

借入れの時から据置
を含み 25年以内に
償還する。ただし、
財政その他の都合
により据置期間と
いえども繰上償還
をなし、又は償還
年限を短縮し、も
しくは低利債に借換
することができる。

証書借入又
は証券発行小 中 学 校 施 設

防 災 機 能 強 化 事 業
47,600

小 中 学 校 給 水
設 備 改 修 事 業

44,900

クラブハウス整備事業 22,200

小 中 学 校 電 気
設 備 改 修 事 業

24,000

文化財施設整備事業 8,800

消 防 施 設 整 備 事 業

小中学校施設改修事業 30,800

292,200

小中学校施設改築事業 256,900
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計 6,421,000

臨 時 財 政 対 策 債 1,280,000
証書借入又
は証券発行

5.0％以内（ただ
し、利率見直し
方式で借入れる
資金について、
利率の見直しを
行った後におい
ては、当該見直
し 後 の 利 率 ）

借入れの時から据置
を含み 25年以内に
償還する。ただし、
財政その他の都合
により据置期間と
いえども繰上償還
をなし、又は償還
年限を短縮し、も
しくは低利債に借換
することができる。

起 債 の 目 的 限 度 額 起債の方法 利    率 償 還 の 方 法

千円
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